
第４ 給 与

１ 令和４年 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和４年10月11日）

（１）報告

Ⅰ 給与に関する事項

１～６ 略

７ 本年の給与の改定

職員の給与は、地方公務員法に規定する給与決定の原則により、生計費、国及び他の

地方公共団体の職員の給与、民間事業の従事者の給与、その他の事情を考慮して定める

こととされており、職員や納税者である県民等の理解が得られるよう、これらの事項を

総合的に勘案し、適切に判断していく必要がある。

また、職員の給与は、人材確保や公務サービスの質にも深く関わるものであることか

ら、これらについても留意しながら検討する必要がある。

(1) 給料表

本年４月の月例給における職員給与と民間給与の較差を見ると、職員給与が民間給

与を1,085円（0.31％）下回っている状況にある。

人事院においては、国家公務員給与が民間給与を921円（0.23％）下回っていること

から大卒程度に係る初任給を3,000円、高卒者に係る初任給を4,000円引き上げ、これ

を踏まえ、20歳台半ばまでの職員が在職する号俸に重点を置き、初任の係長級（３級）

の若手職員にも一定の改善が及ぶよう、30歳台半ばまでの職員が在職する号俸につい

て、所要の改定を行うことを勧告したことを踏まえれば、職員の給料表については、

人事院勧告の内容に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することが適当である。

(2) 期末手当・勤勉手当

職員の期末手当・勤勉手当の年間平均支給月数（4.20月）は、本県の民間事業所に

おける特別給の年間支給割合（4.30月）を0.10月分下回っている状況にある。

このため、期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間に

おける民間の特別給の支給割合に見合うよう、年間平均支給月数を0.10月分引き上げ、

4.30月分とすることが適当である。

支給月数の引上げ分については、人事院が民間の特別給の支給状況等を踏まえ、勤

務実績に応じた給与を推進するため、勤勉手当に配分することとしたことや、他の都

道府県の動向等を踏まえると、引上げ分を勤勉手当に配分し、本年度については12月

期を引き上げ、令和５年度以降については６月期及び12月期が均等になるよう配分す
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ることが適当である。

また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当に

ついても、同様に支給月数を引き上げることが適当である。

８ 初任給基準の見直し

職員の初任給の水準については、これまでも県内の民間事業所との比較において、一

定程度下回る状況で推移してきたところであるが、本年の「職種別民間給与実態調査」

の結果によると、県内民間事業所の初任給月額は、大学卒で平均201,745円であり、本県

の行政職職員（大学卒業程度）の初任給月額182,200円との差は、これまで以上に大きく

なった。

また、他の都道府県との比較においても、低いレベルにある状況が続いている。

本県職員の初任給は国家公務員に準じて措置しているものであるが、近年、全国的に

公務員の人材確保が厳しさを増し、本県の職員採用試験においても受験者の減少傾向が

見られる中、就職活動を行う学生等にとって、初任給は就職先を決定する上で重要な要

素の一つであり、民間企業や他の都道府県との人材獲得競争において不利となり得る要

素に対しては早期に対策を講ずることが適当と考えられることから、初任給基準につい

て、県内民間企業や他の都道府県の状況を踏まえ、所要の見直しを検討する必要がある。

９ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備

本年、人事院は職員の給与に関する報告において、能率的で活力があり、一人一人が

躍動できる公務組織の実現に向けて人材の確保や勤務環境の整備などの取組を進める中

で、給与面においても若い世代の誘致・確保、採用者の年齢・経歴や採用後のキャリア

パスの多様化などといった課題に対応できるよう給与制度のアップデートを図っていく

必要があるとして、俸給表の構造、初任給・昇格・昇給の基準、各種手当など、給与制

度について様々な側面から一体的に取組を進めていく旨、言及している。

本委員会においても、今後、人事院の動向等に留意しながら、社会と公務の変化に応

じた給与制度の整備について検討していく必要がある。

Ⅱ 人事管理に関する事項

１ 人材の確保・育成等

(1) 人材の確保

複雑化・多様化する行政ニーズに迅速かつ的確に対応し、質の高い行政サービスを

提供していくためには、公務に対する高い志を持ち、時代の変化に柔軟に対応し、自

ら考え、判断し、課題解決に向けてチームワークをもって行動できる人材を積極的に

確保していくことが必要である。

しかしながら、近年、若年人口の減少、若者の就業意識の変化、民間企業の高い採
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用意欲等を背景に、全国的に公務員の人材確保が厳しい状況にあり、本県の職員採用

試験においても受験者の減少傾向が見られ、人材の確保を取り巻く環境はより一層厳

しさを増している。

こうした中、本委員会では、県職員の仕事の魅力をアピールするため、「技術職１

ＤＡＹ職場訪問」、「青森県ファーストステップセミナー」、「青森県庁ＪＯＢセミナー」

等の開催やＳＮＳによる情報発信のほか、昨年度からは保護者を対象とした説明会を

開催するなど、任命権者と連携しながら受験者の確保に取り組んでいるところであり、

今後も受験者層の現状や傾向を分析しながら、より効果的な情報発信による受験者の

掘り起こしを進める必要がある。

また、職員採用試験については、社会情勢の変化等を踏まえながら随時見直しを行

ってきたところであり、本年度の大学卒業程度試験においては、受験者層を拡大し、

より多くの受験者を確保する観点から受験年齢の上限を３歳引き上げている。

本年、人事院は公務員人事管理に関する報告において、就職活動を終えた学生を対

象とした意識調査の結果、就職先に国家公務員を選ばなかった理由として「採用試験

の勉強や準備の負担」を挙げる回答が最も多く、受験者の増加に向けた採用試験の在

り方の見直しが喫緊の課題であるとし、地方公共団体採用試験では、専門試験を廃止

するなど試験科目の削減を行う例が増加していることや、大学教職員から「民間企業

の採用意欲が高い理系学生を公務に誘致するのであれば専門外の分野については試験

の負担を軽減すべき」といった意見が寄せられたことを踏まえ、国家公務員と民間企

業や地方公共団体を併願する学生にとってより受験しやすい基礎能力試験の在り方や

専門試験を課さない試験区分の新設などについて検討を進める旨、言及している。

本県においても、最重要課題である人口減少克服を柱として、県民の平均寿命・健

康寿命の延伸、官民デジタル化の推進や脱炭素社会の実現、さらには、収束が見通せ

ない新型コロナウイルス感染症や頻発化・大規模化する自然災害など数多くの課題に

対応していくためには、直面するあらゆる困難を臨機応変に突破していける多様な有

為の人材を行政の担い手として継続的に確保していくことが重要であり、人材獲得競

争が特に激しい技術系職種をはじめ、各試験職種においてより多くの人材に受験され

ることが不可欠であることから、他の都道府県の状況などを参考にしながら、能力実

証の観点に留意しつつ、教養試験の在り方や専門試験を課さない試験区分の新設など

について、人事院に遅れることなく検討を進めることとする。

(2) 人材の育成等

複雑高度化する行政課題に的確に対応し、行政サービスの質を維持・向上させてい

くためには、全ての職員が能力や意欲を高めて活躍できる職場環境づくりが重要であ

り、職員一人ひとりの能力や意欲などに応じて効果的に育成していくための取組が必

要である。

特に人事管理の基礎となる人事評価制度については、職員の能力・業績を的確に把

握し、評価することにより、その結果を職員の処遇や能力開発等に反映させるもので

あり、職員が能力を最大限発揮し、組織全体の活性化と公務能率を向上させるうえで
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欠かせないものである。各任命権者においては、評価の公正性、透明性、客観性の確

保に留意しながら、引き続き適切に運用していく必要がある。

昨年度から障害者採用試験において、身体障害者に加え、知的障害者及び精神障害

者にも対象を拡大したところであり、各任命権者においては、障害のある職員がその

能力を十分発揮できるよう、周囲の職員が障害に対する理解を含め、必要な支援を行

うなど、個々の特性に配慮した職場環境づくりを引き続き進めていく必要がある。

女性職員がその個性と能力を十分に発揮していくことは、多様化する行政需要に対

応し、県全体の行政サービスを向上させるために重要である。各任命権者においては、

特定事業主行動計画に基づき、女性職員の採用・登用の推進、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の推進等に積極的に取り組んでいるところであり、今後も

引き続き女性職員の個々の意欲や適性を踏まえた人事配置や従事業務の拡大、キャリ

ア意識の醸成を図るための研修等の充実を図っていく必要がある。

２ 良好な勤務環境の整備

職員が心身ともに健康で、職務遂行において十分にその能力を発揮できる勤務環境を

整備することは、職員本人はもちろんのこと、職員の家族にとっても重要なことであり、

そのためには、総実勤務時間の縮減、仕事と生活の両立支援、各種ハラスメントの防止、

心の健康づくりの推進などが求められるところである。

(1) 総実勤務時間の縮減

職員が、時間外勤務を縮減するとともに、計画的に年次休暇を取得することは、職

員の健康確保や職務能率の向上のみならず、過重労働による過労死等の防止や有為な

人材の確保の観点からも重要な課題となっている。

各任命権者においては、時間外勤務の状況の定期的な把握など、時間外勤務の縮減

に向けた取組を行っているところであるが、本年の本委員会の調査によると、月100時

間以上の時間外勤務を行った延べ職員数は令和２年度111人から令和３年度305人に増

加している。この大幅な増加の要因として、新型コロナウイルス感染症、鳥インフル

エンザ、自然災害などによる臨時・緊急的な業務等への対応などがあり、やむを得な

い面はあるものの、各任命権者においては、時間外勤務の詳細な要因分析を踏まえ、

適正な職員配置や災害時等におけるより機動的で柔軟な対応について検討する必要が

ある。

各所属においては、管理職員のリーダーシップ発揮によるマネジメントの強化に加

え、職員一人ひとりが業務改善や効率性を意識して計画的に業務を遂行するほか、デ

ジタル技術の活用等により生産性の向上を図りながら、時間外勤務の縮減に取り組む

必要がある。

また、学校現場における教職員の多忙化解消については、「学校における働き方改革

プラン」に基づく取組が進められているところである。県教育委員会は、各市町村教

育委員会と連携し、勤務時間の適正化に向けたプランの取組状況を調査し、課題・成

果の整理、優良事例の情報共有を行うなど、全県的に効果的な取組を進めているとこ
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ろである。プランに掲げる目的及び目標を踏まえ、学校現場の環境が一層改善される

よう、教育委員会が学校と一丸となって着実に取組を進める必要がある。

年次休暇の取得促進については、各任命権者において、年次休暇の計画的な利用に

ついて周知を図るとともに、年次休暇取得日数が特に少ない職員に対して個別に取得

を呼びかける、学校において長期休業期間に学校閉庁日を設定するなどの取組を進め

ているところである。

令和３年の職員１人当たりの年次休暇の取得日数は13.0日となっており、令和２年

の12.3日からわずかに増加しているが、各任命権者がそれぞれの特定事業主行動計画

において、職員１人当たりの取得日数を16日へと増加させる目標を設定していること

を踏まえれば、各所属においては、柔軟で効率的な業務運営を図るとともに、管理職

員が自ら率先して休暇を取得することや、職員一人ひとりの休暇取得に対する意識を

高めることなどに加え、業務の見直しや実施時期の工夫等による休暇を取得しやすい

職場環境づくりにより一層取り組むことが必要である。

(2) 仕事と生活の両立支援

仕事と生活の両立支援については、ワーク・ライフ・バランスの実現や女性活躍の

推進の観点からも重要であり、本県では、これまでも妊娠、出産、育児や介護などの

事情を抱える職員が安心して働き続けられる環境を整備するため、子の看護休暇の拡

充、不妊治療や介護のための休暇等の整備などを行ってきたところである。各任命権

者における両立支援制度の普及・啓発等の取組などにより、男性職員の育児休業取得

率は知事部局等では令和２年度の26.5％から令和３年度は29.8％に上昇するとともに、

警察本部においては令和２年度36.6％、令和３年度44.7％と全国でも高い水準となっ

ているなど、一定の効果も現れてきている。

令和４年５月２日、地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部を改正する法律

が公布され、地方公務員においても国家公務員と同様に育児休業の取得制限が緩和さ

れるなど、働きながら育児や介護がしやすい環境整備がさらに進められることとなっ

た。

夫婦交替での育児休業の取得や、男性職員の育児休業の取得をしやすくする職場環

境づくりを進めるため、周囲の職員の理解の醸成、代替職員の確保や長時間勤務の是

正に努めるなど、引き続き仕事と生活の両立を支援していく必要がある。

(3) ハラスメントの防止

職場におけるパワー・ハラスメント、セクシュアル・ハラスメント、妊娠、出産、

育児又は介護に関するハラスメント等のハラスメントは、職員個人の尊厳や人格を不

当に傷つけ、公務能率の低下や貴重な人材の損失につながる行為である。

各任命権者においては、これまでもハラスメント防止等に関する要綱等の制定、苦

情相談体制の整備、研修内容の充実、定期的な啓発・周知の取組など、ハラスメント

の防止に取り組んできているところであるが、本委員会又は各任命権者に対し毎年一
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定数の苦情相談が寄せられている状況にある。

無意識の思い込みや先入観（アンコンシャス・バイアス）は、自分自身では気づき

にくく、加害意識のない何気ない言動であっても、相手に不快感や苦痛を与えた場合

にはハラスメントに該当し得ることから、各所属においては、管理職員をはじめとす

る職員一人ひとりがハラスメントについて理解を深めるとともに、日頃からコミュニ

ケーションを図るなど、ハラスメントのない職場づくりに努める必要がある。

また、多様性を認め合う社会づくりを目指す動きが広がる中、性的マイノリティに

対するハラスメントについても理解を深めていく必要がある。

(4) 心の健康づくりの推進

心の健康づくりの推進については、各任命権者において、メンタルヘルス研修、個

別の健康相談の実施、ストレスチェック制度の活用、メンタルヘルス不調による休職

者等の職場復帰支援など様々な対策が講じられてきたところであるが、長期の病気休

暇取得者・休職者に占めるメンタルヘルス不調者の割合は依然として高い状況にある。

職員が職務を円滑かつ適切に遂行する上で、心の健康の保持増進は極めて重要な課題

であることから、ストレスチェック等による職員自らの心の健康状態の把握や、職場

環境が大きく変化した職員や業務に不慣れな職員に対する上司・同僚の適切な支援等

によるメンタルヘルス不調のリスク軽減など、健康で働きやすい勤務環境づくりを一

層進める必要がある。

(5) テレワーク等の柔軟な働き方の推進

かつての職場は、職員が共に執務室で勤務することを前提としていたが、新型コロ

ナウイルス感染症への対応を契機として、在宅勤務を含むテレワークや時差出勤が広

がり、これに伴い、各種コミュニケーションツールやデジタルツールの活用により柔

軟な働き方や事務の効率化が図られる環境を整備する動きが見られている。

テレワークや時差出勤等による柔軟な働き方、ＩＣＴ活用による業務の効率化の推

進は、職員一人ひとりの能力発揮やワーク・ライフ・バランスの実現、健康確保に資

するものであり、ひいては職員のエンゲージメントを高め、公務能率の向上や有為な

人材の確保にもつながると期待されるものであることから、各任命権者においては、

災害等における業務継続の観点に配慮しつつ、引き続き柔軟かつ効率的な働き方の推

進に取り組んでいく必要がある。

３ 定年の引上げ

人口減少社会における労働力人口の減少を踏まえ、社会の活力を維持し、多様な行政

ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、豊かな知識や経験、高い技術等を持つ高齢

層職員の能力・経験のより一層の活用を進める必要がある。

定年の引上げは、令和５年４月１日からの制度導入に向け、国家公務員の制度との均

衡や本県職員の状況などを踏まえ、管理監督職勤務上限年齢制、定年前再任用短時間勤

務制、60歳を超える職員の給与など、適切に関係条例等の整備が進められているところ
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であるが、令和４年度に59歳に達する職員（定年引上げ対象者）に対しては、本年度の

適切な時期に定年の引上げ制度に係る情報提供・意思確認等を着実に行う必要がある。

併せて、定年の引上げに伴い増加する高齢期の職員の人事管理や中長期的視点に立っ

た定員管理などの諸課題に加え、職場における安全衛生の確保や自己の健康づくりの推

進などについても適切に対応していく必要がある。

Ⅲ 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として設けられたもの

であり、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な処遇を確保する機能を有するもの

である。

人事委員会が労使当事者以外の第三者の立場に立って給与勧告を行うことを通じて職員

の適正な処遇が確保されるという仕組みは、職員の士気の向上、人材の確保に資するもの

であり、ひいては組織活力の向上、労使関係の安定等をもたらすことで能率的な行政運営

に寄与するものであることから、長年の経緯を経て県民の理解と納得を得ながら給与決定

方法として定着しているものである。

議会及び知事におかれては、このような給与勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、

別紙２の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

１ 職員の給与に関する条例の改正

(1) 給料表

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。

(2) 勤勉手当

ア 令和４年12月期の支給割合

(ｱ) (ｲ)以外の職員

勤勉手当の支給割合を1.0月分（再任用職員にあっては、0.475月分）とすること。

(ｲ) 特定幹部職員

勤勉手当の支給割合を1.2月分（再任用職員にあっては、0.575月分）とすること。

イ 令和５年６月期以降の支給割合

(ｱ) (ｲ)以外の職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.95月分（定年前再任

用短時間勤務職員にあっては、0.45月分）とすること。

(ｲ) 特定幹部職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.15月分（定年前再任

用短時間勤務職員にあっては、0.55月分）とすること。

２ 任期付研究員の採用等に関する条例の改正
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(1) 給料表

現行の給料表を別記第２のとおり改定すること。

(2) 期末手当について

ア 令和４年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.675月分とすること。

イ 令和５年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.625月分とすること。

３ 任期付職員の採用等に関する条例の改正

(1) 給料表

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。

(2) 特定任期付職員の期末手当について

ア 令和４年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.675月分とすること。

イ 令和５年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.625月分とすること。

４ 改定の実施時期

この改定は、令和４年４月１日から実施すること。ただし、１の(2)のア、２の(2)のア

及び３の(2)のアについては令和４年12月１日から、１の(2)のイ、２の(2)のイ及び３の(2)

のイについては令和５年４月１日から実施すること。

２ 職員の給与制度の動き

職員に支給される給料及び諸手当に係る規則のうち、令和４年度に制定又は改正されたもの

は、次のとおりである。

＜制定＞

規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則７－２０ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、必要

７（職員の給与に関する条例 な事項を定めるため、規則を制定した。

附則第７項の規定による給料月

額及び同条例附則第９項、第11

項、第13項又は第14項の規定に

よる給料）
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＜改正＞

規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則７－０（給 R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

料等の支給） の改正を行った。

人事委員会規則７－１０ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（学校職員の特殊勤務手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－２７ R4.9.30 警察職員の特殊勤務手当に係る警護要則の廃

（警察職員の特殊勤務手当） （R4.8.26適用） 止・制定に伴い、所要の改正を行った。

R5.4.1 手当額の見直しに伴い、所要の改正を行った。

人事委員会規則７－３３ R4.10.17 職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴

（失業者の退職手当） （改正後の規定 い、所要の改正を行った。

は、R4.7. 1以降

に職員の退職手

当に関する条例

第10条第5項に規

定する事業を開

始した者等につ

いて適用）

人事委員会規則７－３９ R4.12.16 給料表の改定に伴い、所要の改正を行った。

（初任給、昇格、昇給等の基準） （R4.4.1適用）

R5.4.1 初任給基準の見直しに伴い、所要の改正を行っ

た。

人事委員会規則７－４４ R5.4.1 人事院規則の一部改正及び定年引上げに伴う条

（通勤手当） 例の一部改正に伴い、所要の改正を行った。

人事委員会規則７－５１ R5.4.1 小学校の統廃合及び移転に伴い、所要の改正を

（へき地手当等） 行った。

人事委員会規則７－６０ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（福祉業務手当） の改正を行った。
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規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則７－６２ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（初任給調整手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－６４ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（職業訓練指導員手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－６７ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（管理職手当） の改正を行った。

青森県行政組織規則の一部改正等に伴い、所要

の改正を行った。

人事委員会規則７－８０ R4.10.1 育児休業取得職員の期末・勤勉手当見直しに係

（期末手当及び勤勉手当） る人事院規則の改正に準じて、所要の改正を行

った。

R4.12.16 勤勉手当の支給割合が改められることに伴う成

（第１条 R4.12. 績率の改定及び定年引上げに伴う条例の一部改

1適用、第２条 R 正に伴う所要の整理を行うため、所要の改正を

5.4.1施行） 行った。

R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

の改正を行った。

人事委員会規則７－８３ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（衛生検査手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－８６ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

（農林漁業普及指導手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－９８ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正及び県立高等

（家畜診療手当） 学校の閉校に伴い、所要の改正を行った。

人事委員会規則７－１０ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

９（住居手当） の改正を行った。
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規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則７－１１ R5.4.1 県立高等学校の閉校に伴い、所要の改正を行っ

１（特地勤務手当等） た。

人事委員会規則７－１１ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

８（教職調整額の支給方法） の改正を行った。

人事委員会規則７－１３ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

３（義務教育等教員特別手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－１３ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

５（実習指導手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－１５ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

９（単身赴任手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－１６ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

２（管理職員特別勤務手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－１７ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

９（再任用短時間勤務職員等 の改正を行った。

の給料月額の端数計算）

人事委員会規則７－１９ R5.4.1 定年引上げに伴う条例の一部改正に伴い、所要

５（食肉衛生検査手当） の改正を行った。
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